









































に改訂版（Audit Firm Governance Code Revised 2016. 以下、「2016年改訂















































































































































ら構成されている。これら 6 つの主たる原則は、より具体的な 2 ～ 5 つの原
則に細分化されて、合計20の原則が掲げられている。そして、それぞれの原







































































































































































































































































































































































































































































務運営」、「透明性の確保」）と、それぞれの原則に付された 3 ～ 5 つの指針
で構成されている。策定過程としては、みずほフィナンシャルグループ取締
役を座長とし、新日鐵住金執行役員、大和総研専務理事、弁護士、公認会計
士、日本公認会計士協会会長の各 1 名と、会計を専門とする学者 2 名の計 8
名からなる「監査法人のガバナンス・コードに関する有識者検討会」におい








































































































（ 6 ）　See supra note 4, at 1.
（ 7 ）　Id. at 1.
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（ 8 ）　Id. at 1.
（ 9 ）　https://www.iasplus.com/en/binary/uk/0710auditmarketreport.pdf
（10）　Id. at 3.








（19）　Id. at 3. なお、FRC は、事務所が透明性報告書の作成するにあたり、コー
ポレート・ガバナンス・コードとの関連性を確認できるよう、詳細なチェック




3 ）の 4 原則である。
（21）　See supra note 4, at 4.
（22）　Id. at 4 ～5.





（C. 3. 7 ～ 8 ）。
（25）　See supra note 4, at 7 ～8.
（26）　Id. at 8 ～9.
（27）　Id. at 9 ～10.
（28）　Id. at 2.




監 査 役 の 開 示 書 類 に 関 し 国 務 大 臣 が 制 定 す る 規 則 と し て、「THE 
STATUTORY AUDITORS （TRANSPARENCY）INSTRUMENT 2008」を公
表し、同年 4 月以降開始の事業年度から、透明性報告書の開示を制度化してい
る。
（30）　町田・前掲注（ 5 ）でも、イギリスのコードを踏まえ、以下の日本版コー
ドの相違と課題が指摘されている。①透明性報告書が定着しておらず、監査法
人の裁量に委ねられている部分が大きい、②イギリスのコードの適用対象であ
る監査事務所の上場企業カバー率は95％であるが、日本版コードの適用対象監
査法人のカバー率は84.6％で若干低い、③コーポレート・ガバナンス・コード
との連携がなく、「独立性を有する第三者」の人数・属性要件も規定されてい
ない、④コード策定の目的が、イギリスでは、監査法人を選定するため、ガバ
ナンスの強化とその透明性を図ることであるのに対し、我が国では、「監査法
人のマネジメント強化」の一環であること。
